
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

¾

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

省

令

別
表
の
四
の
項
中
「
サ
プ
リ
メ
ン
ト
（
通
信
販
売
に
よ

る
も
の
）」を
「
サ
プ
リ
メ
ン
ト
」
に
、「
郵
便
料
」
を
「
信

書
送
達
料
」
に
、「
放
送
受
信
料
」
を
「
放
送
受
信
料

演

劇
観
覧
料
」
に
、「
フ
ィ
ル
タ
ー
付
き
た
ば
こ

両
切
た
ば

こ

通
所
介
護
料

在
宅
介
護
料
」
を
「
た
ば
こ

介
護

料
」に
改
め
、「

宿
泊
料
（
民
営
宿
泊
施
設

に
係
る
も
の
を
除
く
。）

毎
月
の
五

る
場
合
に

日
を
含
む
週
の
金
曜
日（
休
日
の
前
日
で
あ

あ
っ
て
は
、
翌
週
の
月
曜
日
）及
び
土
曜
日

」を
削
る
。
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次
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〇
総
務
省
令
第
九
十
八
号

統
計
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
十
八
条

の
規
定
に
基
づ
き
、
小
売
物
価
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
十
一
月
五
日総

務
大
臣

片
山

善
博

小
売
物
価
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

小
売
物
価
統
計
調
査
規
則
（
昭
和
五
十
七
年
総
理
府
令

第
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
の
一
の
項
中
「
丸
干
し
い
わ
し
」、「
福
神
漬
」
及

び
「
か
わ
ら
せ
ん
べ
い
」
を
削
り
、「
え
び
フ
ラ
イ
」を「
フ

ラ
イ
」
に
改
め
、「
み
そ
汁
」
を
削
り
、「
浴
槽
」
を
「
シ
ス

テ
ム
バ
ス
」
に
、「
石
油
ス
ト
ー
ブ
」
を「
石
油
暖
房
器
具
」

に
、「
蛍
光
灯
器
具
」
を
「
照
明
器
具
」に
改
め
、「
や
か
ん
」

及
び
「
レ
ン
ジ
台
」
を
削
り
、「
蛍
光
ラ
ン
プ
」
を
「
照
明

ラ
ン
プ
」
に
、「
男
子
ブ
リ
ー
フ
」
を
「
男
子
パ
ン
ツ
」に
、

「
ス
リ
ッ
プ
」
を
「
ラ
ン
ジ
ェ
リ
ー
」
に
改
め
、「
婦
人
草

履
」、「
サ
プ
リ
メ
ン
ト
（
通
信
販
売
に
よ
る
も
の
を
除

く
。）」
及
び
「
ス
テ
レ
オ
」
を
削
り
、「
パ
ー
ソ
ナ
ル
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
用
プ
リ
ン
タ
」
を
「
プ
リ
ン
タ
」
に
改
め
、「
テ

レ
ビ
修
理
代
」、「
ア
ル
バ
ム
」、「
サ
ッ
カ
ー
ボ
ー
ル
」、

「
フ
ィ
ル
ム
」、「
演
劇
観
覧
料
」、「
時
計
修
理
代
」、「
は
ま

だ
い
」
及
び
「
た
か
さ
ご
」
を
削
る
。

別
表
の
三
の
項
中
「
宿
泊
料（
民
営
宿
泊
施
設
）」を「
宿

泊
料
」
に
改
め
る
。

〔
省

令
〕

〇
小
売
物
価
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
総
務
九
八
）

J

〇
航
空
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
国
土
交
通
五
三
）

K

〔
告

示
〕

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
留

学
の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の
規
定
に
基

づ
き
日
本
語
教
育
機
関
等
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
法
務
五
六
二
）

K

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
五
六
三
）

L

〇
国
会
議
事
堂
等
周
辺
地
域
及
び
外
国
公
館

等
周
辺
地
域
の
静
穏
の
保
持
に
関
す
る
法

律
に
基
づ
く
告
示
（
外
務
四
六
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
八
五
七
〜
一
八
六
二
）

M

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
国
土
交
通
一
三
〇
八
）

N

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
一
三
〇
九
）

〇
国
土
交
通
大
臣
が
適
性
診
断
を
認
定
す
る

件
（
同
一
三
一
〇
、
一
三
一
一
）

N

〇
気
象
測
器
の
型
式
を
証
明
し
た
件

（
気
象
庁
一
二
）

O

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
四
国
地
方
整
備
局
一
〇
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
三
九
、
一
四
〇
）

P

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件
（
同
一
四
一
）

〔
国
会
事
項
〕

P

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

外
務
省

文
部
科
学
省

農
林
水
産
省

最
高
裁
判
所

Q

〔
皇
室
事
項
〕

Q

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

特
定
保
安
林
の
指
定
の
解
除
に
つ
い
て

（
農
林
水
産
省
）

Q

関
東
地
方
整
備
局
公
示（
関
東
地
方
整
備
局
）

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

R

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
宮
城
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
、
神
奈
川

同
四
、
静
岡
同
三
、
沖
縄
同
六
）

国
家
試
験

海
上
物
流
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
港
湾
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
に

伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
附

則
第
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
水
先
人
試

験
の
施
行
（
国
土
交
通
省
）

R

平
成
二
十
二
年
不
動
産
鑑
定
士
試
験
合
格
者

（
国
土
交
通
省
土
地
鑑
定
委
員
会
）

〔
資

料
〕

閣
議
決
定
等
事
項

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
、
国
営
新
請

戸
川
土
地
改
良
事
業
計
画
、
建
設
業
の
許

可
の
取
消
処
分
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
J

会
社
そ
の
他

L
I

˜
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